
 

学校いじめ防止基本方針（改訂版） 

新居浜市立角野小学校 

 

はじめに 

 いじめ防止対策推進法が、平成２５年６月２８日公布され、９月２８日に施行された。

いじめはいじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、心身の健全な成長や、

人格形成への重大な影響のみならず、児童の生命や身体に重大な危険を生じさせるおそ

れがあるものである。本校では、児童が安心して学習その他の活動に取り組むことがで

きるよう、下記の事項について全教職員の協力の下、積極的に取り組んでいきたい。 

 

１ いじめ防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

⑴ いじめの防止等の対策に関する基本理念 

  いじめは、全ての児童に関係する問題である。いじめの防止等の対策は、全ての

児童が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組むことができるよう、学校の

内外を問わず、いじめが行われなくなるようにすることを旨として行われなければ

ならない。 

  全ての児童が、いじめに向かったりいじめの傍観者になったりすることがないよ

う学校の教育活動全体を通じて、いじめがいじめられた児童の心身に深刻な影響を

及ぼす“ 許されない行為 ”であることについて、児童が十分に理解できるように

することを旨としなければならない。 

  加えて、いじめの防止等の対策は、いじめを受けた児童の生命・心身を保護する

ことが特に重要であることを認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家

庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行われなけ

ればならない。 

 ⑵ いじめの禁止（いじめ防止対策推進法第４条） 

   児童は、いじめを行ってはならない。 

 ⑶ いじめの定義（いじめ防止対策推進法第 2条） 

 

   「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等

当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為

の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 

 ⑷ いじめの理解 

   いじめ問題に取り組むにあたっては、「いじめ問題」にはどのような特質がある

かを十分に認識し、日々「未然防止」と「早期発見」に取り組むとともに、いじめ

が認知された場合の「早期対応」に的確に取り組むことが必要である。いじめには

様々な特質があるが、以下の①～⑩は、教職員がもつべきいじめ問題についての基



本的な認識である。 

 

  ① いじめは、どの児童にも、どの学校にも起こり得るものである。 

  ② いじめは、人権侵害であり、人として決して許される行為ではない。 

  ③ いじめを傍観することは、いじめ行為と同様に許されないことである。 

  ④ いじめは、児童からの自発的な訴えが寄せられにくく、事実の発見が難しい問

題である。 

  ⑤ いじめは、安易な気持ちや間違った認識から発生することもある。 

  ⑥ いじめは、その行為の態様により暴行、恐喝、強要等の刑罰法規に抵触する。 

  ⑦ いじめは、解消後も注視が必要である。 

  ⑧ いじめは、教職員の児童観や指導の在り方が問われる問題である。 

  ⑨ いじめは、家庭教育の在り方に大きな関わりをもっている。 

  ⑩ いじめは、学校、家庭、地域社会など全ての関係者がそれぞれの役割を果たし、

一体となって取り組むべき問題である。 

  

 

２ いじめ防止等のための対策の内容に関する事項（未然防止のための取組等） 

 ⑴ 学級経営の充実 

   励ましや温かい言葉掛けなど、心のケアを継続的に行うとともに、すべての児童

が何らかの悩みをかかえる可能性があるという危機感をもち、児童理解に努め、児

童の発するサインを見落とさず、問題の早期発見・早期指導・早期解決に努める。 

 ⑵ 人権・同和教育の充実 

   一人一人がかけがえのない存在であることを学級経営の基盤に据え、日々の実践

にあたる。 

 ⑶ 道徳教育の充実 

   児童の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う人間関係を構築する能力の素地を養

う。 

 ⑷ 体験活動の充実 

   様々な体験活動を通じて、児童の社会性や豊かな人間性を育むことができるよう

にする。 

 ⑸ 児童の主体的な活動 

   あいさつ運動、リサイクル活動、集団登校等に児童主体で取り組めるようにし、

人との関わりを体験しながら、よりよい人間関係の在り方を学べるようにする。 

 ⑹ 分かる授業づくり 

  ○ チャイムで着席、授業中の正しい姿勢、発表の仕方や聞き方等の基本的な学習

態度を身に付けることができるようにする。 

  ○ ユニバーサルデザインを取り入れた授業をすることで、すべての子どもが学び

に参加できる授業づくりを心掛ける。 

 ⑺ 特別活動の充実 

   児童間の問題について、学級会、朝の会・帰りの会等で話合い活動を充実させ、

悩み事や孤独感の解消を図る。 



 ⑻ 相談体制の整備 

  ○ 絆アンケート（いじめ調査アンケート）を通じて、誰にでも相談できる体制を

整える。 

  ○ ハートなんでも相談員の相談日を、学校だよりで知らせる。 

  ○ 学期ごとの教育相談はもちろん、普段から相談しやすい雰囲気をつくる。 

 ⑼ インターネット等を通じて行われるいじめに対する対策 

   児童の実態を把握し、正しい利用について家庭でも指導できるよう啓発する。 

 ⑽ 発達障害等への共通理解 

「個にかかわる事例研」等を開き、教職員の共通理解を図り、全校体制で支援の

仕方を話し合う。 

 ⑾ 校内研修の充実 

   いじめの態様や特質・背景、具体的な指導上の留意点などについて、校内研修や

職員会議で周知を図り、平素から教職員全員の共通理解を図る。研修の際は、教師

向けの指導用資料やチェックリスト等を活用する。 

 ⑿ 保護者への啓発 

   学校・学年・学級・ＰＴＡからの便り、絆アンケート等により、相談窓口の存在

を知らせる。 

 ⒀ 学校相互間の連携協力体制の整備 

   角野中学校及び近隣の小学校と情報交換を行い、問題の早期発見、早期指導、早

期解決に努める。 

 

３ いじめの早期発見（いじめを見逃さない・見過ごさないための手立て等） 

 ⑴ いじめの態様 

ア 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

イ 仲間はずれや集団による無視をされる。 

ウ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 

エ ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

オ 金品をたかられる。 

カ 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

キ パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる。  等 

 ⑵ 指導体制の確立 

ア 児童の声に耳を傾ける。 

    日記指導や教育相談等において、日頃から児童がいじめを訴えやすい環境をつ

くる。 

  イ 児童の行動を注視する。 

複数の教職員による観察やＱ－Ｕ検査、絆アンケート等を行う。（いじめは、

大人の目のつきにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装って行わ

れたりする。） 

⑶ 早期発見のための研修 

   すべての教職員の共通理解を図るために、いじめをはじめとする生徒指導上の諸

問題等に関する校内研修を行う。 



 ⑷ アンケート等調査の工夫 

   毎月、全校児童に対して絆アンケートを行い、保護者の確認のもと回収している。

その際、相談したい内容があれば、担任以外の教職員とも話すことができるような

場を設定する。 

 ⑸ 相談活動の充実 

   相談室や応接室、会議室等を利用して、児童と個別に話し合うことができるよう

にする。また、担任だけでなく、誰にでも相談できることを絆アンケート等でも知

らせる。 

 ⑹ 保護者との連携・情報の共有 

   保健室や相談室の利用、電話相談窓口の周知を行い、そこで得た個人情報につい

ては、対外的な取り扱いの方針を明確にし、適切に行う。 

 ⑺ 地域及び関係機関との連携 

   角野校区見守り隊や新居浜警察署、角野交番、山根駐在所、東予子ども・女性支

援センター、新居浜市教育委員会等と必要に応じて連携を図る。 

 ⑻ インターネット等を通じて行われるいじめへの対応 

   児童に情報モラルを身に付けさせる指導を行うとともに、保護者や地域に対して

もインターネット上のいじめの実態と未然防止、早期発見について啓発する活動を

行う。被害があった場合は、直ちに削除をする措置を講じる。 

 

４ いじめに対する措置（早期対応、認知したいじめに対する対処等） 

 ⑴ 事実確認と情報共有 

   発見通報を受けた場合は、特定の教職員で抱え込まず、速やかに組織的に対応す

る。教職員全員が共通理解の下、保護者の理解を得て、関係機関や専門機関と連携

し、対応にあたる。 

 ⑵ 校内「いじめ対策委員会」での対応 

  ○ 校長、教頭、教務主任、生徒指導主事、当該学年学級担任、養護教諭等、事 

 案に応じて編成される「いじめ対策委員会」で指導方針を決定する。 

  ○ 教育委員会や関係諸機関との連携を図る。 

 ⑶ 被害児童や保護者に対する説明及び支援 

   いじめられている児童の自尊感情を高めるよう留意するとともに、調査により明

らかになった事実関係について、情報を適切に提供する。また、関係者の個人情報

に十分配慮する。 

 ⑷ 加害児童への指導及び保護者への支援 

   事実関係を聴取したら、迅速に保護者に連絡し、今後の対応が適切に行えるよう

保護者に協力を求める。また保護者には、継続的に助言を行う。さらに加害者には、

いじめは人格を傷つける行為であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させ

るとともに、不満やストレスがあってもいじめに向かわせない力を育む。 

 ⑸ 教育委員会への報告・連絡・相談 

   いじめを受けていると思われるときは、速やかに、事実の有無の確認を行うため

の措置を講ずる。 

 



 ⑹ 安全措置 

   緊急避難等が必要な場合は、緊急避難措置として別室登校で対応する。 

 ⑺ 懲戒 

   いじめ防止対策推進法第２５条「校長及び教員は、当該学校に在籍する児童等が

いじめを行っている場合であって教育上必要があると認めるときは、学校教育法第

１１条の規定に基づき、適切に、当該児童等に対して懲戒を加えるものとする。」

による。 

 ⑻ 出席停止 

いじめ防止対策推進法第２６条「市町村の教育委員会は、いじめを行った児童等

の保護者に対して学校教育法第３５条第１項（同法第４９条において準用する場合

を含む。）の規定に基づき当該児童等の出席停止を命ずる等、いじめを受けた児童

等その他の児童等が安心して教育を受けられるようにするために必要な措置を速

やかに講ずるものとする。」による。 

 ⑼ 犯罪行為として取り扱われるべきと認められるとき 

   いじめが犯罪行為として取り扱われるべきと認めるときは、所轄警察署と連携し

てこれに対処する。 

 ⑽ 生命、身体又は財産に重大な被害が生じる恐れがあるとき 

   児童の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは、直ちに所

轄警察署に通報し、適切に援助を求める。 

 

５ いじめの防止等の対策のための組織の設置 

 ⑴ 名称「校内生徒指導委員会」 

 ⑵ 構成員 校長、教頭、生徒指導主事、学年代表学級担任、養護教諭 

 ⑶ 活動内容 

ア 未然防止に向けた取組 

イ 早期発見・早期対応の取組 

ウ 指導体制の確立 

エ 対応の方針決定 

オ 年間取組計画の策定と見直し 

カ 取組評価アンケートの実施・考察 

 

６ 重大事態への対処 

 ⑴ 重大事態とは 

ア いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認

めたとき。 

イ いじめにより児童が相当の期間学校を欠席すること を余儀なくされている

疑いがあると認めるとき。 

 ⑵ 調査組織「いじめ対策委員会」を開く。 

  ア 構成員 

    校長、教頭、教務主任、生徒指導主事、学級担任、養護教諭等。必要に応じて、

専門的知識及び経験を有し、当該いじめ事案の関係者と関係のない第三者（弁護



士、精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門的知識及び経験を有する者）の参

加を図る。必要に応じて「緊急的な組織」「拡大的な組織」といった形で構成員

を限定したり増やしたりすることもある。 

  イ 対応 

    教職員、児童、保護者、地域住民、その他から情報を集め、組織で指導・支援

を行う。保護者とは、家庭訪問を行い今後の学校との連携方法について話し合う。 

  ウ 報告 

    重大事態と思われる案件が発生した場合は、教育委員会に報告する。 

  エ 調査 

（ア）  事実にしっかり向き合おうとする姿勢で調査に臨み、調査結果を重んじ、 

主体的に再発防止に取り組む。 

   （イ） いじめ行為に関することやどのように対応したかなど事実関係を可能な限り

明確にする。 

  オ 調査結果の提供・報告 

（ア）  調査により明らかになった事実関係について、いじめを受けた児童やその 

保護者に対して説明する。この際、関係者の個人情報に十分配慮する。 

   （イ） 調査結果については、市教育委員会に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年５月２１日改訂  


